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調査事件８ 定住促進住宅管理条例の制定について 

 

１ 制定の理由について 

町では、子どもは地域の宝であるという理念の下、子育てを地域全体で支える

とともに子育て世帯の定住促進を目的に、子どもを安心して産み育てる住環境を

整備するため、定住促進住宅の建設を進めております。 

この度、定住促進住宅が完成し、令和７年４月から供用開始することに伴い、

設置及び管理のための条例並びに規則を制定するものであります。 

 

２ 入居対象世帯や家賃等の設定について 

定住促進住宅の入居要件（対象世帯）や家賃の額等については、子育てを支援

する観点から町内の民間の一戸建て賃貸住宅の家賃額をベースに、次のとおり設

定いたします。 

（１）入居資格 

高校生以下の子どもを養育し、同居している子育て世帯を対象とします。 

（２）家賃 

   月額５５，０００円とします。 

（３）敷金 

   １６５，０００円（月額家賃の３月分） 

（４）入居者の決定方法 

定住促進住宅入居者選考委員会（町営住宅入居者選考委員会委員を充てる）

の意見を聴いて決定することとします。 

（５）子育てを終えた後の継続入居 

子育て世帯の負担軽減を図ることを主眼に置いた家賃設定のため、高校生ま

での子どもと同居しなくなった時点で、原則退去していただくことになります

が、引き続き入居を希望する世帯については、家賃の月額に１．５を乗じた額

（月額８２，５００円）での継続入居を可とします。 

 

３ 施行期日について 

この条例は、令和７年４月１日から施行します。 
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４ 条例（案）について 

 

福島町定住促進住宅管理条例（案） 

 

 （趣旨） 

第１条 この条例は、子育て世帯の定住促進を図るために整備する福島町定住促進

住宅（以下「定住促進住宅」という。）の設置及び管理に関し必要な事項を定め

るものとする。 

（定義） 

第２条 この条例における子育て世帯とは、入居時において高校生以下の子どもと

同居し、養育している者の世帯をいう。 

（設置） 

第３条 町長は、第1条の目的を達成するため、定住促進住宅を設置する。 

２ 定住促進住宅の名称及び所在地は、別に規則で定める。 

（入居者の公募） 

第４条 町長は、定住促進住宅の入居者の公募を次の各号に掲げる方法のうち2以

上の方法によつて行うものとする。 

(1) 町の広報誌 

(2) 防災行政無線による放送 

(3) 町のホームページ 

(4) 町庁舎その他町の区域内の適当な場所における掲示 

(5) 回覧文書 

(6) 前各号に掲げる方法のほか、効果的な方法 

２ 町長は、前項の公募にあたつては、定住促進住宅の供給場所、戸数、規格、家

賃、入居者の資格、申込方法、選考方法の概略、入居時期その他必要な事項を公

示するものとする。 

（入居者の資格） 

第５条 定住促進住宅に入居することができる者は、高校生までの子どものいる子

育て世帯とし、次の各号に掲げる条件を満たさなければならない。 

(1) 福島町に住民登録のある者又は住民登録することを確約できること。 

(2) 高校生以下の子どもを養育し、同居していること。 

(3) 町税等を滞納していないこと。 

(4) 親族以外の者が同居しないこと。 

(5) 入居希望者又は同居親族が、暴力団員による不当な行為の防止等に関する法

律（平成3年法律第77号）第2条第6号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」と

いう。）でないこと。 
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（入居の申込み及び決定） 

第６条 前条に規定する入居資格のある者で定住促進住宅に入居しようとする者は、

規則で定めるところにより入居の申込みをしなければならない。 

２ 町長は、前項の規定により入居の申込みをした者（以下「入居申込者」という。）

について、前条に規定する入居者の資格（以下「入居者資格」という。）を満た

す者を入居者として決定するものとする。この場合において、入居申込者のうち、

入居者資格を満たす者の数が入居させるべき定住促進住宅の戸数を超える場合は、

定住促進住宅入居者選考委員会の意見を聴いて入居者を決定するものとする。 

（入居補欠者） 

第７条 町長は、前条の規定に基づいて入居者を選考する場合において、入居決定

者のほかに補欠として入居順位を定めて必要とする数の入居補欠者を定めること

ができる。 

２ 町長は、入居決定者が定住促進住宅に入居しないとき、又は入居者が定住促進

住宅を立ち退いたときは、第1項の入居補欠者のうちから入居順位に従い入居者

を決定しなければならない。 

（入居手続） 

第８条 定住促進住宅の入居決定者は、決定があつた日から10日以内に、規則に定

める契約書を提出し、かつ、第17条第1項の規定により敷金を納付しなければなら

ない。 

２ 入居決定者が、やむを得ない事情により前項に定める期間内に入居の手続をす

ることができないときは、同項の規定にかかわらず、町長が別に指示する期間内

に手続をしなければならない。 

３ 町長は、定住促進住宅の入居決定者が、前各項に規定する期間内に入居手続を

しないときは、当該定住促進住宅の入居の決定を取り消すことができる。 

（同居の承認） 

第９条 定住促進住宅に入居している者は、当該定住促進住宅への入居の際に同居

した親族以外の者を同居させようとするときは、規則で定めるところにより町長

の承認を得なければならない。 

２ 町長は、前項の規定により入居者が同居させようとする者が暴力団員であると

きは、同項の承認をしてはならない。 

（入居の承継） 

第10条 定住促進住宅に入居している者が死亡した場合等において、その死亡時等

に当該入居者と同居していた者が引き続き当該定住促進住宅に居住を希望すると

きは、町長の承認を得なければならない。 

２ 町長は、前項の規定により入居の承継の承認を受けようとする者が暴力団員で

あるとき（同居する者が該当する場合を含む。）は、同項の承認をしてはならな
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い。 

（家賃） 

第11条 定住促進住宅の家賃は、別に規則で定める。 

（家賃の変更の通知） 

第12条 町長は、前条の家賃を変更するときは、速やかに当該定住促進住宅の入居

者に通知しなければならない。 

（家賃の減免又は徴収猶予） 

第13条 町長は、次の各号に掲げる特別の事情がある場合においては、定住促進住

宅の家賃の減額若しくは免除又は徴収の猶予を必要と認める者に対して、町長が

定める基準により当該家賃の減額若しくは免除又は猶予をすることができる。 

(1) 入居者又は同居者の収入が著しく低額になつたとき。 

(2) 入居者又は同居者が病気にかかつたとき。 

(3) 入居者又は同居者が災害により著しい損害を受けたとき。 

(4) その他前各号に準ずる特別の事情があるとき。 

（家賃の納付） 

第14条 町長は、入居者から定住促進住宅に入居した日から当該入居者が住宅を明

け渡した日までの間、定住促進住宅の家賃を徴収する。 

２ 入居者は、毎月末までに、その月分の当該定住促進住宅の家賃を納付しなけれ

ばならない。 

３ 入居者が新たに定住促進住宅に入居した場合又はこれを明け渡した場合におい

て、その月の当該定住促進住宅の使用期間が1月に満たないときは、その月の家賃

は、日割り計算による。 

４ 入居者が、第25条に規定する手続を経ないで定住促進住宅を立ち退いたときは、

第1項の規定にかかわらず、町長が明渡しの日を認定し、その日までの家賃を請求

する。 

（督促） 

第15条 町長は、家賃を前条第2項に規定する期限までに納付しない者があるとき

は、督促状を発行するものとする。 

（敷金） 

第16条 町長は、入居者から入居時における３月分の家賃に相当する金額の敷金を

徴収するものとする。 

２ 町長は、第14条各号のいずれかに掲げる特別の事情がある場合においては、敷

金の減額若しくは免除又は徴収の猶予をすることができる。 

３ 入居者が賃貸借に基づいて生じた金銭の給付を目的とする債務を履行しないと

きは、町は敷金をその債務の弁済に充てることができる。この場合において、入

居者は町に対し、敷金をもつて賃貸借に基づいて生じた金銭の給付を目的とする
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債務の不履行の弁済に充てることを請求することができない。 

４ 第1項に規定する敷金は、入居者が住宅を明け渡すとき、これを返還する。ただ

し、賃貸借に基づいて生じた金銭の給付を目的とする債務の不履行又は損害賠償

金があるときは、敷金のうちからこれを控除した金額を返還する。 

５ 返還する敷金には利子をつけない。 

（修繕費用の負担） 

第17条 定住促進住宅の修繕に要する費用は、町長がその修繕に要する費用を入居

者が負担するものとして定めるものを除いて、町の負担とする。 

２ 入居者の責めに帰すべき事由によつて前項に掲げる修繕の必要性が生じたとき

は、同項の規定にかかわらず入居者は町長の選択に従い、修繕し又はその費用を

負担しなければならない。 

（入居者の費用負担義務） 

第18条 次に掲げる費用は、入居者の負担とする。 

(1) 電気及び上水道、浄化槽使用料並びに電話・インターネット回線等の通信費

用 

(2) 汚物及びごみの処理に要する費用 

(3) 町が負担することとされているもの以外の費用 

（入居者の保管義務等） 

第19条 入居者は、定住促進住宅の使用について必要な注意を払い、これらを正常

な状態において維持しなければならない。 

２ 入居者の責めに帰すべき事由により、定住促進住宅が滅失し、又は毀損したと

きは、入居者が原形に復し、又はこれに要する費用を賠償しなければならない。 

（迷惑行為の禁止） 

第20条 入居者は、定住促進住宅周辺の環境を乱し、又は他に迷惑を及ぼす行為を

してはならない。 

（長期不在の届出） 

第21条 入居者が、定住促進住宅を引き続き15日以上使用しないときは、町長の定

めるところにより届出をしなければならない。 

（禁止事項） 

第22条 定住促進住宅の入居者は、次に掲げる行為をしてはならない。 

(1) 許可なく、増改築又は工作物等の設置をすること。 

(2) 許可を受けた者以外に転貸すること。 

(3) 宅地の現況及び区画を変更すること。 

(4) 社会通念上、一般に迷惑を及ぼす行為をすること。 

２ 前項のいずれかに該当する行為のあつた者については、町長は入居の許可を取

り消すことができる。 
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（住宅の検査） 

第23条 入居者は、定住促進住宅を明け渡そうとするときは、5日前までに町長に届

け出て、町長の指定する者の検査を受けなければならない。 

（住宅の明渡請求） 

第24条 町長は、入居者が次の各号のいずれかに該当する場合において、当該入居

者に対し、当該定住促進住宅の明渡しを請求することができる。 

(1) 不正の行為によつて入居したとき。 

(2) 家賃を3月以上滞納したとき。 

(3) 当該定住促進住宅又は共同施設を故意に損傷したとき。 

(4) 正当な理由によらないで15日以上定住促進住宅を使用しないとき。 

(5) 第9条、第10条及び第19条から第22条の規定に違反したとき。 

(6) 暴力団員であることが判明したとき（同居者が該当する場合を含む。）。 

(7) 第2条に規定する子育て世帯に該当しなくなつたとき。 

(8) 第1条の趣旨に反すると町長が認めたとき。 

２ 前項の規定により定住促進住宅の明渡しの請求を受けた入居者は、速やかに当

該定住促進住宅を明け渡さなければならない。 

（立入検査） 

第25条 町長は、定住促進住宅の管理上必要があると認めるときは、町長の指定す

る者に定住促進住宅の検査をさせ、又は入居者に対して適当な指示をさせること

ができる。 

２ 前項の検査において、現に使用している定住促進住宅に立ち入るときは、あら

かじめ当該定住促進住宅の入居者の承諾を得なければならない。 

３ 第1項の規定により検査に当たる者は、その身分を示す証票を携帯し、関係人の

請求があつたときは、これを提示しなければならない。 

（罰則） 

第26条 詐欺その他不正な行為により家賃の全部又は一部の徴収を免れた者につい

て、その徴収を免れた金額の5倍に相当する金額（当該5倍に相当する金額が5万円

を超えないときは、5万円とする。）以下の過料に処する。 

（委任） 

第27条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

 

附 則 

この条例は、令和7年4月1日から施行する。 
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５ 施行規則（案）について 

 

福島町定住促進住宅条例施行規則（案） 

 

（趣旨） 

第１条 この規則は、福島町定住促進住宅管理条例(令和 年福島町条例第 号。以

下「条例」という。)の施行に関し必要な事項を定めるものとする。 

（定住促進住宅等の設置） 

第２条 条例第3条第2項に規定する定住促進住宅の名称及び所在地等は別表のとお

りとする。 

（入居の申込み） 

第３条 条例第7条の規定により入居の申込みをしようとする者は、定住促進住宅

入居申込書(様式第1号)に次の各号に掲げる書類を添えて町長に提出しなければ

ならない。 

 (1) 住民票の写し(世帯全員の続柄及び本籍が記載されたもの) 

(2) 所得証明書 

(3) 納税証明書 

(4) 緊急時連絡先（様式第2号） 

(5) その他町長が必要と認める書類 

（入居者選考委員会） 

第４条 条例第6条第2項に規定する定住促進住宅入居者選考委員会の委員は、福島

町営住宅の設置及び管理に関する条例施行規則(平成9年規則第24号)第4条第1項

に定める町営住宅入居者選考委員会の委員を持つて充てる。 

（入居決定通知） 

第５条 条例第6条第2項による入居決定者への通知は、定住促進住宅入居決定通知

書(様式第3号)によるものとする。 

（契約書） 

第６条 条例第8条第1項に規定する契約書は、定住促進住宅賃貸借契約書(様式第4

号)によるものとする。 

２ 契約書には、次の各号に掲げる書類を添付しなければならない。 

(1) 印鑑登録証明書 

(2) その他町長が必要と認める書類 

（同居の承認） 

第７条 条例第9条の規定による承認申請は、定住促進住宅同居承認申請書(様式第

5号)により、遅滞なく町長に届け出なければならない。 

２ 町長は、前項の定住促進住宅同居承認申請書の提出があつた場合において、次
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の各号のいずれかに該当するとき、かつ、同居しようとすることにやむを得ない

理由があると認めたときは、同居の承認をすることができる。 

(1) 入居者と婚姻した者 

(2) 入居者又は婚姻した者の子ども 

(3) その他町長が特別の事情があると認めた者 

３ 町長は、前項の規定により同居の承認をしたときは、定住促進住宅同居承認書

(様式第6号)によりその旨を入居者に通知するものとする。 

（入居の承継） 

第８条 条例第10条の規定による承認申請は、定住促進住宅入居承継承認申請書(様

式第7号)により、事由発生後速やかに申請するものとする。 

２ 町長は、前項の申請書の提出があつた場合において、入居の承継をしようとす

る者が次の各号のいずれかに該当すると認めたときは、入居の承継の承認をする

ことができる。 

(1) 入居者の配偶者 

(2) 前号に掲げる場合のほか、承継することが適当であると町長が認める特別な

事情がある者 

３ 町長は、前項の規定により入居の承継を承認したときは、定住促進住宅入居承

継承認書(様式第8号)によりその旨を入居者に通知するものとする。 

（家賃） 

第９条 条例第11条の規定に基づく家賃の月額は、別表のとおりとする。 

２ 現に定住促進住宅に入居している者が、条例第5条に規定する入居者の資格に

該当しなくなつた後も引き続き入居を希望するときは、別表の家賃の月額に1.5

を乗じた額を家賃とする。 

（長期不在の届出） 

第10条 条例第21条に規定する届出は、定住促進住宅長期不在届出書(様式第9号)

により町長に届け出なければならない。 

（明渡しの手続） 

第11条 条例第23条に規定する届出は、定住促進住宅退去届(様式第10号)により行

うものとする。 

（明渡請求） 

第12条 条例第24条第1項の規定に基づく明渡しの請求は、定住促進住宅明渡請求

書(様式第11号)により行うものとする。ただし、同項第7号の規定に該当する場合

において、町内に住所を有したまま町外の高校に進学した場合はこの限りでない。 

（その他） 

第13条 この規則に定めるもののほか、必要な事項は、町長が別に定める。 
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附 則 

この規則は、令和7年4月1日から施行する。 

 

別表（第2条、第9条関係） 

名称 所在地 整備年度 構造等 家賃 

定住促進住宅1号棟 福島町字三岳94番地3 令和6年度 木造平屋 55,000円 

 

 

６ 定住促進住宅の今後の整備予定について 

定住促進住宅の今後の整備にあたっては、第６次福島町総合計画に基づき、計

画的に進めてまいります。 

なお、当面の整備スケジュールは次のとおりとなっており、隔年での住宅整備

を予定しております。 

 

年度 事業実施内容 

令和７年度 実施設計業務委託（令和８年度建設棟分） 

令和８年度 

住宅建設（木造平屋建て ３ＬＤＫ １棟） 

施工監理業務委託 

建設工事監督支援業務委託 

令和９年度 実施設計業務委託（令和 10 年度建設棟分） 

令和 10 年度 
住宅建設（木造平屋建て ３ＬＤＫ １棟） 

施工監理業務委託 
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